
検討要素 喫煙可とする基準

対象店舗数
※資本金5,000万円以上及び原則禁煙対応済施設除く

２０２０年度 ※推計 ２０２５年度 ※推計

① 客席面積

100㎡以下（国どおり） 58,565店舗（61.0％） 36,005店舗（40.4％）

50㎡以下 48,804店舗（50.8％） 30,004店舗（33.7％）

30㎡以下 30,751店舗（32.0％） 18,905店舗（21.2％）

② 客席面積
＆従業員

100㎡以下（国どおり）＆従業員なし 33,398店舗（34.8％） 20,479店舗（23.0％）

50㎡以下＆従業員なし 30,615店舗（31.9％） 18,876店舗（21.2％）

30㎡以下＆従業員なし 23,225店舗（24.2％） 14,246店舗（16.0％）

① 「客席面積要件」を厳しくする場合

・ 国の基準通り（100㎡以下）とすると、大阪の場合、約６１％が例外（喫煙可）となる（国の試算では約５５％）

・ 50㎡以下の場合、約５１％、30㎡以下の場合、約３２％が例外（喫煙可）となる。

② 「客席面積＆従業員の有無」の両方で規制を厳しくする場合

・ 客席面積が100㎡以下かつ従業員がいない店舗は約３５％、50㎡以下かつ従業員がいない店舗は約３２％

30㎡以下かつ従業員がいない施設は約２４％が例外（喫煙可）となる。

※府内全店舗数（推計） 2020年度：95,971店舗 2025年度：89,040店舗

○ 独自の規制をする場合の規制（例） ※記載内容は、「飲食店の受動喫煙防止対策実態調査

報告（最終）」 に基づく推計値

（３）補⾜資料（府独⾃の受動喫煙防⽌を⾏う場合の内容について）

☞推計にあたっての前提条件（平成２９年度府所管飲食店データで推計）
新規許可率 ７．８２％（Ｈ２９飲食店新規許可数の飲食店全体に対する割合）
廃業率 ９．７２％（廃業までの営業年数ごとに廃業・失効の率を算出し

２０２０年～２０２４年までの率を推計） 1
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平成29年3月1日厚生労働省報道発表資料

受動喫煙防止対策の強化について（基本的な考え方の案）
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経過措置

A 学校・病院・児童福祉施設等、行政機関
旅客運送事業自動車・航空機

禁煙

（敷地内禁煙）

当分の間の措置

別に法律で定める日までの間の措置

B

原則屋内禁煙

（喫煙専用室（喫煙のみ）内
でのみ喫煙可）

【加熱式たばこ】

原則屋内禁煙

（喫煙室（飲食等も可）内
での喫煙可）

上記以外の多数の者が利用する施設
（想定：現健康増進法における解釈）

体育館、劇場、観覧場、集会場、展示
場、百貨店、事務所、鉄軌道駅、バス
ターミナル、航空旅客ターミナル、旅客
船ターミナル、金融機関、美術館、博
物館、商店、ホテル、旅館等の宿泊施
設、屋外競技場、遊技場、娯楽施設

旅客運送事業船舶

鉄道

飲食店

既存特定飲食提供施設
（５０００万円以下＆１００㎡以下）

標識の掲示により喫煙可

（４）補⾜資料（加熱式たばこの取り扱いについて（影響を受ける施設の整理))

《ポイント》 改正法において、経過措置（当分の間の措置）がとられている加熱式たばこについて、

府独自の規制を行うか否か⇒ 影響を受ける施設：下記「B」の施設等

２０
UNDER

〇加熱式たばこ専用の
喫煙室設置

※ 掲示義務
屋外への煙の流出防止措置

２０
UNDER

〇 喫煙専用室設置
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改正健康増進法 ⼤阪府ガイドライン
第3期「⼤阪府がん対策推進計画」

イ 学校、病院、児童福祉施設その他の受動喫煙により健康を損なう恐れが⾼い者が主として
利⽤する施設として政令で定めるもの

敷地内禁煙の推進

（想定）患者が主として利⽤する施設
病院

主に⼦どもや妊産婦が利⽤する病院（⼩児科、産婦⼈科）
精神科を有する病院
主に終末期医療を提供する病院
その他

診療所

敷地内全⾯禁煙 ⼜は
建物内全⾯禁煙の推進

介護⽼⼈保健施設、介護医療院
薬局
その他の医療を提供する施設

（想定）20歳未満の者が主として利⽤する施設
児童福祉施設
助産施設、乳児院、⺟⼦⽣活⽀援施設、保育所、幼保連携型認定こども
園、児童厚⽣施設、児童養護施設、障碍児⼊所施設、児童発達⽀援セン
ター、児童⼼理治療施設、児童⾃⽴⽀援施設、児童家庭⽀援センター 等

学校
敷地内禁煙の推進幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学校、中等教育学校、特

別⽀援学校
⼤学、専⾨⾼等学校 建物内禁煙の推進

その他
ロ 国及び地⽅公共団体の⾏政機関庁舎

建物内禁煙の推進⾃⼰所有施設、⺠間施設
旅客運送事業⾃動⾞、航空機 全⾯禁煙の推進

（５）補⾜資料（敷地内禁煙施設における屋外喫煙場所の設置の是⾮)
《ポイント》 改正法において、敷地内禁煙（屋外喫煙所設置可）とされている施設について、

府独自の規制を行うか否か ⇒ 影響を受ける施設：下記の施設等

敷地内
禁煙

※ただし、屋
外での受動
喫煙を防⽌
するために必
要な措置
がとられた場
所に、喫煙
場所を設置
することができ
る
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神奈川県 兵庫県

条例の
概要

条例名
（施⾏⽇）

「神奈川県公共的施設における受動喫煙防⽌条例」
（平成２２年４⽉１⽇施⾏）

「受動喫煙の防⽌等に関する条例」
（平成２５年４⽉１⽇施⾏）

罰則の内容

◆ 施設管理者が必要な義務を果たさない場合
⇒ 5万円以下の過料

◆ 喫煙禁⽌区域でたばこを吸った場合
⇒ 2万円以下の過料

◆ 命令に従わなかった者
⇒ ３０万円以下の罰⾦

◆① 虚偽の報告・資料提出をした者⼜は質問に対して
虚偽の陳述をした者
⇒ ３０万円以下の罰⾦

② 報告・資料提出をしない者⼜は⽴⼊検査を拒み、妨げ、
若しくは忌避し、 若しくは質問に対して陳述をしない者
⇒ １０万円以下の罰⾦

◆ 受動喫煙防⽌区域内において喫煙した者
⇒ ２万円 以下の過料

指導・
監視
体制

政令・中核市
との分担 政令市、中核市分も県が直接指導・監督 政令市、中核市分も県が直接指導・監視

指導等の
⼿法

・飲⾷店を中⼼に条例対象施設を随時訪問指導
・通報があった場合に現地確認

・通報や相談を受けて現場確認し、指導や勧告を⾏う体制
※随時訪問指導等は⾏っていない

条例
違反の状況

相談・通報
件数

平成25年︓85件
平成27年︓72件

平成26年度︓76件
平成27年度︓34件
平成28年度︓50件

通報内容
・禁煙ルームに仕切りがない
・喫煙室から禁煙室に煙が漏れ出てくる
・未成年者が喫煙スぺースを利⽤している

・喫煙席からたばこ煙が流⼊、不完全な分煙
・テーブルに灰⽫が置かれていた
・敷地内、建物内（禁煙区域）での喫煙

罰則の適応 現時点では適応なし 現時点では適応なし

《ポイント》 規制の実効性の確保に向けて、罰則を設けるか否か

（６）補⾜資料（罰則の設定について（先⾏都市の罰則の適⽤状況等））
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